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イイイイ 訪問型サービス訪問型サービス訪問型サービス訪問型サービス 

 

（概要）（概要）（概要）（概要） 

○ 訪問型サービスは、現行の介護予防訪問介護に相当するもの（訪問介護員等によ 

るサービス）と、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 現行の訪問介護相当のものについては、訪問介護員等による短時間の生活援助と 

いったサービス内容も想定される。 

○ 多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定される。 

・ 主に雇用されている労働者により提供される緩和した基準によるサービス（訪 

問型サービスＡ） 

・ 有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（訪問型 

サービスＢ） 

・ 保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行われる 

もの（訪問型サービスＣ） 

・ 介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる移動支援や移送前後の生活支 

援（訪問型サービスＤ） 

 

（留意事項）（留意事項）（留意事項）（留意事項） 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

・ 総合事業開始の時点で既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用 

継続が必要とケアマネジメントにおいて認められるケースについては、介護予防 

訪問介護相当のサービスの利用に配慮する。 

・ 新しく事業の対象となる要支援者等については、自らの能力を最大限活用しつ 

つ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促す。 

・ 訪問介護員等による現行の介護予防訪問介護相当のサービスについては、主に、 

認知機能の低下等により日常生活に支障があるような症状や行動を伴うケース等、 

訪問介護員による専門的なサービスが必要と認められる場合に利用することが想 

定される。 

・ 現行の介護予防訪問介護相当のサービスを利用する場合や訪問型サービスＡを 

利用する場合については、一定期間後のモニタリングに基づき、可能な限り住民 

主体の支援に移行していくことを検討することが重要である。 

・ 多様なサービスについては、サービス内容は柔軟に提供可能とし、ケアマネジ 

メントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 
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ロロロロ 通所型サービス通所型サービス通所型サービス通所型サービス 

 

（概要）（概要）（概要）（概要） 

○ 通所型サービスは、現行の介護予防通所介護に相当するもの（通所介護事業者の 

従事者によるサービス）と、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 現行の通所介護相当のものについては、サービス内容や想定される状態の違い等 

に対応して、生活機能向上型のサービス内容のものとそれ以外のものの２つの種類 

が想定される。 

○ 多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定される。 

・ 主に雇用されている労働者により提供される、又は労働者とともにボランティ 

アが補助的に加わった形により提供される、緩和した基準によるサービス（通所 

型サービスＡ） 

・ 有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（通所型 

サービスＢ） 

・ 保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行われる 

もの（通所型サービスＣ） 

 

（留意事項）（留意事項）（留意事項）（留意事項） 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

・ 総合事業開始の時点で既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用 

継続が必要とケアマネジメントにおいて認められるケースについては、介護予防 

通所介護相当のサービスの利用に配慮する。 

・ 新しく事業の対象となる要支援者等については、自らの能力を最大限活用しつ 

つ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促す。 

・ 通所介護事業者の従事者による現行の介護予防通所介護相当のサービスについ 

ては、主に、「多様なサービス」の利用が難しいケース・不適切なケースや、専門 

職の指導を受けながら生活機能の向上のためのトレーニングを行うことで生活機 

能の改善・維持が見込まれるケース等、通所介護事業者の従事者による専門的な 

サービスが必要と認められる場合に利用することが想定される。この場合、一定 

期間後のモニタリングに基づき、可能な限り住民主体の支援に移行していくこと 

を検討することが重要である。 

・ 多様なサービスについては、サービス内容は柔軟に提供可能とし、ケアマネジ 

メントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 
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２．２．２．２．「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」についてのＱ＆Ａ「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」についてのＱ＆Ａ「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」についてのＱ＆Ａ「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」についてのＱ＆Ａ（抜粋）（抜粋）（抜粋）（抜粋） 

 

■■■■ＨＨＨＨ26/9/30「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａ「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａ「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａ「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａよりよりよりより 

 

【サービスの類型】 ＊ガイドライン対応ページ P.21～24 

問４ 通所型サービスにおいて、通所介護事業者の従事者による専門的なサービスが必要と

認められる場合として挙げられている、「多様なサービス」の利用が難しいケース・不適切

なケースとは具体的にどのようなケースか。例えば、住民主体の通いの場では実施が困難

な「入浴介助が必要な場合」が考えられるがどうか。また、山間部等で車での送迎が必須

であり、かつ住民では送迎が難しい場合はどうか。 

（答） 

１ 「多様なサービス」とは、地域の実情に応じて提供される、全国一律に定められている

基準に基づかないサービスを意味しており、地域包括支援センター等のケアマネジメント

を通じて、利用者に対してその人にあった適切な支援を地域で提供していくことが重要と

考えている。 

２ ガイドライン案 P23 では「新しく事業の対象となる要支援者等については、自らの能

力を最大限活用しつつ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促す。」などとい

った考え方をお示ししているところ、それらも踏まえつつ、「住民主体の通いの場では実施

が困難な入浴介助が必要な場合」、あるいは「山間部等で車での送迎が必須であり、かつ住

民では送迎が難しい場合」に関して、市町村において、地域の実情も十分に勘案した上で、

「「多様なサービス」の利用が難しいケース・不適切なケース」として、通所介護事業者に

よる専門的なサービスが必要と認められるのであれば、地域包括支援センター等のケアマ

ネジメントを通じて、必要な利用者に対して当該サービスを提供することは可能である。 

担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 

 

問８ 総合事業の訪問型サービスにおいては、要介護者の訪問介護ではできないことになっ

ている大掃除や家具の移動などの生活援助を実施することはできるのか。 

（答） 

１ 総合事業に関しては、住民主体による支援を推進する等地域の支え合いの体制づくりを

推進し、多様な主体による多様なサービスを充実することにより、要支援者等に対する効

果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すものである。 

２ 仮に、大掃除や家具の移動等のサービスが、当該目的に沿うと判断されれば、市町村は

住民主体による支援（ガイドライン案で示している③訪問型サービスＢを想定）を活用し

て実施することは可能である。 

３ 一方、現行の給付と同じスキームで行われる指定事業者を利用したサービス提供（ガイ

ドライン案で示している①訪問介護、②訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）

によるサービス提供を想定）においては、訪問介護の制度の整合性等の観点から、そのよ

うなサービスの提供は想定していない。 
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担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 

 

【総合事業の制度的な枠組み】 ＊ガイドライン対応ページ P.100 

問１１ 訪問型サービスの基準について、「緩和した基準によるサービス」の基準の例が示

されているが、その中でホームヘルパーの他に一定の研修受講者の従事を認めている。こ

の「一定の研修」についてはどのような内容で、誰が実施することを想定しているのか。 

（答） 

緩和した基準によるサービスでは、例えば身体介護は含まれず、「調理や掃除」や「買い物

代行」などの生活援助に係るサービスを行うものを想定しており、サービスを提供する際

の基本的考え方や高齢者への理解など、一定の研修は必要であると考えている。 

ガイドライン案では、住民主体によるサービスにおける担い手（ボランティア等）に対す

る研修カリキュラムをお示ししているところであるが、緩和した基準によるサービスでは、

このカリキュラムの内容を含んだ上で、旧訪問介護員養成研修３級課程の内容を目安に必

要な研修を市町村が判断し、各事業者が職員向けの研修として行っていただくことなど（※）

を想定している。 

※ 民間の研修事業者が行う講座を受講させることも考えられる。 

担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 

 

 

■■■■ＨＨＨＨ27/1/9「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより 

 

【サービス利用の流れ】 ＊ガイドライン対応ページ P.66 

問１ サービス事業の類型として、現行の訪問介護・通所介護相当のサービス、緩和した基

準のサービス等複数のものを設定している中で、例えば、訪問型サービスのうち、どの類

型のサービスを利用するかについては、介護予防ケアマネジメントの中で判断するのか。 

（答） 

１ 総合事業における介護予防ケアマネジメントは、基本的なケアマネジメントのプロセス

に基づきつつ、ガイドライン案 P66 にて「生活上の何らかの困りごとに対して、単にそれ

を補うサービスを当てはめるのではなく、利用者の自立支援に資するよう、心身機能の改

善だけではなく、地域の中で生きがいや役割を持って生活できるよう「心身機能」「活動」

「参加」にバランスよくアプローチしていくことが重要である」としているとおり、アセ

スメントで抽出された課題を、利用者と共有したうえで目標を設定し、その目標の達成に

向けて必要なサービスの利用を検討し、利用者の日常生活の自立に向けて支援するものと

して実施されるものである。 

２ このような趣旨を踏まえた上で、介護予防アマネジメントのプロセスを、利用者と相談

しながら進める中で、目標の達成に向けてどの類型のサービスを利用するのが望ましいか

を判断していただきたい。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 
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問３ 介護予防ケアマネジメントにおいてサービスの利用を検討する際、訪問型サービス、

通所型サービス、その他の生活支援サービスの各類型について組み合わせることのできな

いものはあるか。 

（答） 

１ 介護予防ケアマネジメントにおいては、本人の自立支援を考えながら、利用者と目標や

その達成のための具体策を共有し、利用者が介護予防の取り組みを自分の生活の中に取り

入れ、自分で評価し、実施できるよう支援していくことが求められる。 

２ その際、生活機能の改善や自立支援に向けて、利用者本人が取り組む部分と専門職等の

支援を受ける部分が生じる場合について、例えば、現行の通所介護相当のサービスや通所

型サービスＣ（短期集中予防サービス）において利用者の状況に応じた身体の動かし方や

体操の仕方などを専門職からアドバイスを受け、その他の日は、通所型サービスＢ（住民

主体による支援）を利用するなど、利用者の自立支援に向けて、住民主体の支援等、対象

者の状態等にふさわしい支援を組み合わせて利用することなどが考えられる。 

３ いずれにしても、総合事業における介護予防ケアマネジメントにおいては、適切なアセ

スメントの実施により、設定した目標の達成に向けて主体的に取り組めるよう、必要なサ

ービス事業等を適切にマネジメントしていくことが必要である。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 

 

 

■■■■ＨＨＨＨ27/1/9「介護予防・日常生活支援総「介護予防・日常生活支援総「介護予防・日常生活支援総「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより合事業ガイドライン案」Ｑ＆Ａより 

 

【総合事業の制度的な枠組み】 

問７ 通所介護や通所リハビリテーションなど既存介護事業所の指定基準を超えているス

ペースを活用して総合事業を実施する場合、当該介護事業所は当該介護サービスに係る指

定権者に対して変更届を出す必要があるか。 

（答） 

通所介護や通所リハビリテーションなど既存の介護事業所の指定基準を超えているスペー

スを活用して総合事業を展開する場合には、当該介護事象所の指定基準を遵守し、利用者

の処遇が低下しないように留意する必要があるが、その前提で事業が展開される場合には、

指定権者に対する変更の届出は不要である。 

担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 
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■■■■ＨＨＨＨ27/8/19「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」Ｑ＆Ａより「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」Ｑ＆Ａより「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」Ｑ＆Ａより「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン」Ｑ＆Ａより 

 

【総合事業の制度的な枠組み】 

問２ 予防給付の介護予防訪問介護では包括単位であり、回数に関係なく 1 月ごとの単位が

定められているが、総合事業のみなし事業者によるサービスにおいては、介護保険事務処

理システム変更に係る参考資料（平成 27 年 3 月 31 日事務連絡）では、算定構造の中で

包括単位とは別に 1 回ごとの単位が設けられている。これは従前の介護予防訪問介護相当

のサービスの 1 回あたりの単価と緩和した基準によるサービスの 1 回ごとの単価を組み合

わせて利用することが可能であると考えるがいかがか。 

（答） 

１ 総合事業においては、多様なサービスの利用を促進していることからも、利用者の状態

に応じて専門職によるサービスのほか、緩和した基準や住民主体のサービスなどと組み合

わせて利用することもできるよう、従前の介護予防訪問介護相当のサービス単位は、従前

の介護予防訪問介護と同様の包括報酬のほか、１回当たりの単位も設定している。 

２ 利用者は、ケアマネジメントにより、１回当たりの単位で設定されているサービスを活

用することなどにより、多様なサービスを組み合わせて利用していただくことが可能であ

る。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3986） 

 

問９ 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防

通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、専従要件や加配職員を求めている加算

の算定要件について、どのように考えればよいか。 

（答） 

１ 算定要件として専従の職員配置を求めている加算である「中重度ケア体制加算」、「個別

機能訓練加算（Ⅰ）・（Ⅱ）」と「認知症加算」については、人員基準の取扱いと同様、通所

介護の職員が通所介護と一体的に提供される通所型サービスＡ及び従前の介護予防通所介

護相当のサービスに従事したとしても、当該職員は専従要件を通所介護で満たしているも

のとして取り扱うこととする。 

※ 個別機能訓練加算（Ⅰ）の算定においては、「常勤」の機能訓練指導員がサービス提供

時間帯を通じて専従することが要件であるが、常勤要件についても、それぞれのサービス

提供に支障がない範囲で同様の取扱いとする。 

２ また、算定要件として職員の加配を求めている加算である「中重度ケア体制加算」と「認

知症加算」については、認知症高齢者や重度要介護者に在宅生活の継続に資するサービス

を提供している事業所を評価する加算であることから、通所型サービスＡの職員の勤務時

間は、加配職員として常勤換算員数を算出する際の勤務時間数に含めることはできない。 

担当：老健局振興課基準第二係（内線 3987） 
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問 10 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防

通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、サービス提供体制強化加算を算定する

上で、職員の割合はどのように算出すればよいのか。 

（答） 

１ サービス提供体制強化加算の算定に当たっては、常勤換算方法により介護福祉士が 50％

以上配置されていること等が要件とされており、通所介護と、緩和した基準によるサービ

ス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う

場合、 

・ 通所型サービスＡの職員は含めず、 

・ 従前の介護予防通所介護に相当するサービスの職員は含めて、 

職員の割合を算出する。 

２ この場合、通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの双方においてサー

ビス提供体制強化加算を算定可能である。 

担当：老健局振興課基準第二係（内線 3987） 

 

問 11 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防

通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、人員基準欠如の扱いはどのようにすべ

きか。 

（答） 

通所介護と、通所型サービスＡ及び従前の介護予防通所介護に相当するサービスを一体的

に行う事業所については、それぞれ必要となる職員（勤務時間）の合計に対して実際の職

員配置が人員欠如となる場合、一体的に運営している以上、それぞれのサービスの提供や

利用者の処遇に支障があると考えられることから、それぞれの事業所が人員基準欠如とな

り、 

・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの部分は、減算の対象となる。 

・ 通所型サービスＡの部分は、市町村の定める減算等の取扱いによることとなる。 

担当：老健局振興課基準第二係（内線 3987） 

 

 

問 12 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防

通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、定員超過利用の扱いはどのようにすべ

きか。 

（答） 

１ 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防通

所介護に相当するサービスを一体的に行う事業所の定員については、 

・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスについては、通所介護の対象と

なる利用者（要介護者）と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの対象となる利用

者（要支援者等）との合算で、利用定員を定め、 
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・ これとは別に通所型サービスＡについては、当該サービスの利用者（要支援者等）で利

用定員を定めることとしている。 

２ したがって、事業所全体では、利用定員を超えないものの、 

・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの部分が、通所介護と従前の介

護予防通所介護に相当するサービスの利用定員の超過利用となる場合、減算の対象となる。 

・ 通所型サービスＡの部分が、通所型サービスＡの利用定員の超過利用となる場合、市町

村の定める減算等の取扱いによることとなる。 

３ なお、事業所は、適正なサービスの提供を確保するため、定員超過利用の未然防止を図

るよう努めるものとする。 

担当：老健局振興課基準第二係（内線 3987） 

 

問 13 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防

通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、地域密着型通所介護への移行対象とな

る利用定員についてどのように考えるのか。 

（答） 

１ 通所介護の定員については、通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスを

一体的に行う事業所の場合、通所介護の対象となる利用者（要介護者）と従前の介護予防

通所介護に相当するサービスの対象となる利用者（要支援者等）との合算で、利用定員を

定めることとしている。 

２ したがって、通所型サービスＡの利用定員に関わらず、通所介護と従前の介護予防通所

介護に相当するサービスの合計定員が 18 名以下の場合において、地域密着型通所介護への

移行対象となる。 

担当：老健局振興課基準第二係（内線 3987） 

 

問 14 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防

通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、食堂及び機能訓練室の合計した面積は

どのように確保するべきか。 

（答） 

１ 食堂及び機能訓練室の合計した面積については、 

・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスについては、利用定員×３㎡以

上、 

・ 通所型サービスＡについては、サービスを提供するために必要な場所を確保することが

必要である。 

２ 通所介護、従前の介護予防通所介護に相当するサービス及び緩和した基準によるサービ

ス（通所型サービスＡ）を一体的に行う場合、それぞれの利用者の処遇に支障がないこと

を前提にサービス提供する必要があるため、食堂及び機能訓練室の合計した面積は、事業

所全体の利用定員×３㎡以上確保する必要がある。 

３ なお、この場合、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）に関しては、要介
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護者への処遇に影響を与えないことを前提に、総合事業の基準による人員配置が可能であ

る。 

担当：老健局振興課基準第二係（内線 3987） 

 

問 15 訪問介護の集合住宅の減算については、従前の介護予防訪問介護に相当するサービス

の利用者も含めて計算するとあるが、緩和した基準によるサービスの利用者は含めないも

のと考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおり。 

担当：老健局振興課基準第一係（内線 3983） 

 

問 16 訪問介護の特定事業所加算における訪問介護員等要件である介護福祉士等の割合に

は、緩和した基準によるサービスに従事する時間を含むか。また、重度要介護者等対応要

件である利用者の数には緩和した基準によるサービスの利用者は含むか。 

（答） 

特定事業所加算の算定要件のうち、訪問介護員等要件の割合は、指定訪問介護事業所の訪

問介護員等の状況に基づき算定することとしており、緩和した基準によるサービスに従事

する時間は含まない。 

また、重度要介護者等対応要件の利用者割合は、指定訪問介護の利用者数（一体的な運営

を行う場合の第一号訪問介護の利用者を除く）に基づき算定することとしており、緩和し

た基準によるサービスの利用者は含まない。 

担当：老健局振興課基準第一係（内線 3983） 
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